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老人保健福祉計画の認知度とその向上策の検討

―ソーシャル・マーケティングの手法を参考に―
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　東京都の40歳以上の地域住民400人に対し，住民参加の最低限の基盤の一つになると考えられる老人保健

福祉計画についての「認知度」とそれに影響を及ぼすと想定される心理・社会的状況を調査し，ロジステイ

ック回帰分析により解析したところ，以下の結果を得た。

1.　認知度と関係をみせた心理・社会的要因としては「社会一般問題としての高齢者保健福祉への関心・

不安」，「地域との関わり・関心」，「地方政治との関わり・関心」の3つがあった。

2.　一方，「個人の問題としての高齢者保健福祉への不安の強さ」，「介護の経験」は，とくに認知度は結

びついていなかった。

この結果を踏まえて，ソーシャル・マーケティングの手法を参考に認知度向上策を検討した。

1.　認知度向上のための当面の主たるターゲットは，以下の2通りが考えられた。一つは，上記分析結果

より，認知度に影響を及ぼすとみられる要因を有する層，すなわち，社会一般問題としての高齢者保健

福祉への関心・不安の高い人，地域との関わり・関心の高い人，地方政治との関わり・関心の高い人で

ある。この層にも認知度の低い人は多数存在し，その層は比較的認知度向上が容易と推測されるからで

ある。もう一方は，老人保健福祉計画認知の潜在的ニードが高いとみられるにもかかわらず，同計画の

認知に結びついていない層，すなわち，個人の問題として高齢者福祉へ不安の強い人，介護の経験を有

する人である。

2.　この両者では，認知度向上のためのアプローチの方法を変えるべきと考えられた。前者は，認知度向

上のいわば準備状況が整っていると考えられるため，いかに効率よく大量の情報を提供するかが課題と

みられた。一方，後者のターゲットは，個人的な不満を社会的な不満に変質するためのアプローチや，

住民参加が問題解決方法としてメリットがあることを訴求するなどのアプローチが重要と考えられた。
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